
（別紙様式４－１）                                         （県立高等学校・中学校用） 
熊本県立水俣高等学校 令和２年度（２０２０年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
校訓「自律・敬愛・創造」のもと、互いを認め、励まし、個性を高めあう教育を推進し、知
・徳・体の調和がとれ、自ら考え、学び、夢に向かって行動する力を備えた人材の育成をめ
ざす。そのため、全教職員は一体となり、教育者としての使命と愛情を持って、家庭・地域
社会との連携を深めながら、魅力ある学校づくりに努め、本校教育の充実・発展を図る。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）健全な心身の育成 
  ア 基本的生活習慣の確立と社会規範意識の醸成を図る。 
  イ 自主・自律の精神を涵養する。 
  ウ 他者を思いやり、命や人権を尊重する豊かな心を育成する。 
  エ 学校行事等の取組をとおして、学校生活への意欲、他者との協調、達成感等の効果

につなげる。 
（２）学力の向上と進路指導の充実 
  ア 授業の充実に努め、「主体的・対話的で深い学び」の実現を図る。 
  イ 基礎学力の定着と「わかる授業」の実践に努め、学習意欲の向上を図る。 
  ウ キャリア教育を充実させ、将来の目標設定と進路意識の高揚を図る。 
  エ 個々の能力・適性・進路目標に応じた個別のきめ細やかな指導に努める。 
（３）保護者や地域社会の期待に応える定時制教育の充実 
  ア 水高定時制としての自覚と誇りを持たせ、郷土を理解し愛する心を涵養する。 
  イ 情報発信と開かれた学校づくりに努め、本校教育への理解と信頼を高める。 
  ウ 商品開発の取組等、地域社会と連携、協力した取組をとおして、社会の一員として

の自覚や自信を高め、視野を広げる。 
  エ 保護者との情報共有を図り、信頼関係に基づいた教育活動に努める。 
  オ 総合型コミュニティ・スクールをとおして地域と連携した学校運営を図る。 

 

３ 自己評価総括表 
    評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 
学校 
経営 
 

目標管理

による学

校運営の

推進 
 

学校目標の理

解と重点指導

の徹底 

教育目標の達成

のために、定時

制の特色を生か

した魅力ある教

育の実践 

教育活動および業務全

般においての目標達成

度について、評価・反

省を行い指導の改善に

繋げる。 

教職員個人と組織の指

導力向上のために研修

の充実を図る。 

Ｂ 

文化祭や校外研修等

の取組についてはア

ンケートを行い、改

善点をまとめた。 

校外研修等、実施で

きなかった研修は、

資料の配付、回覧を

行い補った。 

安全で安

心して学

習できる

教育環境

づくりの

推進 

 

安全点検およ

び防災教育の

徹底 

 

事故防止のための

安全管理の徹底 

防災に自発的・能

動的に取り組む態

度を育てる。 

教室及び施設等の安全

点検を各学期に実施す

る。 

各学期に防災訓練を実

施し、生徒の防災意識

を高める。 

Ｂ 

安全点検を定期的に

実施して、必要に応

じて修理等を行った

ので教育活動に支障

はなかった。授業時

間を確保して避難訓

練も２回実施した。 

保健衛生指導

の充実 

感染症予防に対す

る意識の向上と実

践力を培う。 

チェックシートを活用

して、衛生意識の醸成

と新しい生活様式への

順応に導く。 

Ｂ 

家庭、学校でのチェ

ック体制を確立でき

た。検温等の習慣化

が今後の課題。 

生徒理解

の推進 
生徒理解と課

題・指導の共

有化 

一人一人の居

場所がある学

校づくり 

個別・最適な指導

により学ぶ意欲を

喚起させ、自己発

見、自己実現を支

援する。 

面談の実施により生徒

の困り感を把握し、年

５回生徒理解研修会を

実施して情報共有を図

る。 

関係機関と連携して合

理的な配慮を行う等の

個に応じた的確な適応

指導を行う。 

Ｂ 

担任を中心に面談を

実施して、生徒の状

況把握に努めた。生

徒理解研修で情報を

共有して、生徒の困

り感を解消するため

に職員で組織的に対

応した。１年生は、

中学校との連携強化

を図りたい。 

 

 

 



業務改革 業務の効率化 業務の効率化と情

報の共有 
各分掌において、業務

の円滑な遂行を検討す

る。 

報告・連絡・相談を徹

底すると共に風通しの

よい職場づくりに努め

る。 

Ｂ 

新規の業務が発生し

たが、各部署で分担

を工夫して通常の業

務を滞りなく遂行で

きた。生徒や業務に

関する報告も適切に

なされた。 

働き方改

革 
 

職員の意識改

革 

「公立学校の教師

の勤務時間の上限

に関するガイドラ

イン」の遵守 

特定の職員に業務が集

中しないような分業体

制を確立 

一人１つの働き方改革

の実践 

Ｂ 

時間外在校時間は、

職員の工夫と協力で

前年よりも一月当り

の職員平均で４時間

程度削減できた。 

学力  
向上 
 

授業力の

向上 

 

公開授業・研

究授業・授業

評価の実施 

全職員がそれぞ

れ１回以上の研

究授業を行う。

また、ＩＣＴを

積極的に活用し

て、主体的な生

徒の学習への工

夫を行う。 

教務部が企画・立案し

て全教科で取り組み、

保護者や近隣の中学校

等へ公開実施の周知を

行う。また他校の公開

授業に積極的に参加す

る等、教師の研修の機

会を確保する。授業評

価の結果を早期に分析

し授業改善に努める。 

Ｂ 

授業の研究等、各教

科で設定して取り組

み、授業改善を行っ

た。２学期からは電

子黒板を導入し、各

教科の指導力向上が

図られ、生徒への理

解が促された。 

基礎学力

の向上 

 

基礎国語等、

学校設定科目

や基礎科目の

充実 

学校設定科目や

基礎科目で中学

校の学び直しを

行い、基礎学力

の向上を図る。 

教務部が企画・立案し

て、当該年次、当該教

科で取り組む。教師の

授業力を高め、生徒の

やる気を引き出し、主

体的な学習を促す。 

Ｂ 

学校設定科目の「基

礎国語」や数学Ⅰ、

コミュニケーション

英語基礎において、

基礎的な内容を重点

的に行った。３学期

には全職員で基礎的

な学力の向上の指導

を行った。 
キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

個に応じ

た進路指

導の推進 

生徒個人の進

路目標の明確

化と卒業予定

者の進路決定

と在校生の就

労率の向上 

卒業予定者の進路

保障と在校生の就

労率を４０％まで

高める。 

商業関係検定受験

を勧める。 

卒業予定者の保護者と

進路面談を実施する。

進路部と各担任との連

携を深める。 

商業関係の検定前課外

学習を実施する。 

Ｂ 

保護者、本人の意向

を尊重した指導を施

し卒業予定者を進路

決定に導き、就労率

を４６％となった。 

検定にも積極的に取

組のべ１０名が合格

できた。 
進路意識

の高揚 

 

キャリアパス

ポートの活用

や進路関係行

事の実施 

キャリアパスポー

トの活用方法を探

る。進路セミナー

や進路関係行事等

を学期１回程度実

施する。 

進路指導部が立案し、

外部関係機関と連携を

密にして全職員で取り

組む。 

 
Ｂ 

キャリアパスポート

の作成により自己を

見つめ、思考の履歴

を残せるようになっ

た。生徒は記入、教

師は効果的な活用が

今後の課題である。 
生徒  
指導 
 

社会性の

向上 
登下校時にお

ける交通ルー

ル遵守等の規

範意識の向上 

自転車・原付・自

動二輪・自家用車

の運転に関して、

交通ルール、交通

道徳を守り、事故

がないことを目指

す。 

登校指導や学校行事 
（交通安全教室等）に

おいて、生徒指導部を

中心に職員全体で取り

組む。 
Ｂ 

交通安全教室やHR、
集会等で全体的な指

導を行い、バイク、

自動車通学生には個

々に注意をして、交

通安全の意識を高め

ている。 

言葉遣い、時

間厳守の基

本的生活習

慣の確立 

それぞれ異なる課

題を抱える生徒に

対し、基本的生活

習慣の改善を目指

す。 

連絡会や生徒理解研修

を踏まえて、毎日の活

動の中で職員間の共通

理解を図り、職員全体

で取り組む。 

Ｂ 

職員が生徒の状況を

常に把握し、協働し

て適切な指導を行い

生徒は全体的に落着

いた状態である。 

健康教育

の推進 
禁煙指導・薬

物乱用防止の

徹底 
 

喫煙防止と薬物使

用の根絶を目指し

た指導の実施 
 

喫煙の状況把握と健康

に関わる講話を実施し

て、生徒指導部と保健

部との連携により取り

組む。 

Ａ 

薬物乱用防止教室を

通して生徒は喫煙や

薬物の害を理解し、

身を守る方法を学ん

だ。 



人権教
育の推
進 

推進体制

の確立と

研修の充

実 
 

職員の人権意

識の向上と深

化を図り、生

徒の人権意識

の向上につな

げる。 

校内の年間職員研

修計画の作成と実

施。生徒の特別活

動(ＬＨＲ)等年間

計画の作成と実施 

今年度は校外の研修が

実施されない可能性が

大きいので、人権に関

する記事を連絡会の裏

面に掲載し、職員の人

権意識の啓発を図る。 

人権教育・生徒指導部

が立案し、学校全体で

取り組む。 

Ｂ 

定時制だけの校内研

修を実施した。 

校外の研修について

は実施が限られてい

たので、連絡会で人

権教育に関する資料

を提供した。 

「命を大

切にする

心」を育

む指導の

推進 

「命」や「生

きること」の

考察をとおし

た自己 

肯定感と他者

を思いやる心

の育成。 

「命」の大切さの

認識による自己肯

定感の向上と、他

者と良好な人間関

係を構築させる。 

学校生活を生徒が安心

して生活できるよう、

また、授業や特別活動

において、生徒が活躍

し、自分の存在感を感

じることができるよう

な場面を創るよう、全

職員で常に意識して取

り組む。 

Ｂ 

特に、「総合的な学

習」や「特別活動」 

おいて、生徒が活躍

し、自分の存在感を

感じたり、他者と協

働する社会性や自立

心、道徳性を育成で

きた。 

教科指導

における

取り組み

の推進 

「分かる授業

」の工夫と改

善 

生徒の課題やニー

ズに応じた学習指

導の工夫をする。 

教務部との連携による

「ユニバーサルデザイ

ンの視点を取り入れた

授業」を全教科・全職

員で取り組む。 

Ｂ 

学習プリントの作成

等の工夫により、生

徒が授業に取り組み

やすいような手立て

を講じた。 

いじめ
の防止
等 

いじめの

未然防止

と事態へ

の対応 

生徒指導部及

びいじめ防止

対策委員会を

中心とした取

り組み 
 

 

いじめを許さない

学校づくり 

（相手の気持ちを

理解し、周囲への

心配りができる生

徒の育成） 

 

 

 

いじめ防止基本方針に

基づいた計画的な指導

とともに、特に６月の

「いじめ根絶月間」に

おいては人権教育ＬＨ

Ｒを実施し、「心のき

ずなを深める標語」を

生徒に作成させること

でいじめについて考え

させ、いじめ防止の気

持ちの涵養を図る。 

Ａ 

全生徒の前で生徒会

の代表が、「いじめ

を許さない宣言文」

を読み上げ全生徒が

「心のきずなを深め

る標語」を作成する

ことで、いじめにつ

いて考えることにな

り、全生徒・全職員

でいじめを許さない

精神を醸成すること

ができた。 

いじめの早期発見

と早期解決 

 

各学期においていじめ

アンケートを実施する

と共に面談の充実によ

り教育相談体制の強化

を図る。 

情報の共有化を図り、

いじめが発生した際は

マニュアルに基づいて

全職員で迅速に対応す

る。また、必要に応じ

て外部機関との連携を

図る。 

Ｂ 

各学期に行ういじめ

アンケートの結果は

今年度もゼロであっ

た。 

教育相談について、

生徒、保護者の満足

度を高める取り組が

求められている。 

特別 
支援 
教育 

生徒の教

育的ニー

ズに対応

した支援

の推進 

個々の生徒に

応じた支援計

画の実施と、

適切な指導の

充実 

支援を要する生徒

への理解を深め、

個々に応じた支援

を推進する。 

生徒、保護者の教

育的ニーズを理解

し、合理的な配慮

を行う。 

生徒理解研修や日々の

連絡会をとおして生徒

の実態を把握し、職員

の共通理解を深める。 

スクールカウンセラー

や専門機関と連携しな

がら、支援の検討を行

い実施する。 

 

Ｂ 

職員間で日々の生徒

の状況を情報共有し

て、生徒の適切な支

援につなげた。スク

ールカウンセラーや

病院の主治医とも連

携を図り、合理的配

慮の検討を行った。 

環境 
教育 

地域と連

携した環

境教育の

推進 

 

「環境首都み

なまた」実現

のための学校

版環境ＩＳＯ

の取組  

全日制と連携を図

りながら、学校版

環境ＩＳＯ宣言項

目の徹底した活動

を行う。  

 

宣言項目を基に生徒指

導部を中心に生徒･職

員全体で取り組む。ペ

ットボトルキャップや

コンタクトレンズケー

スの回収など、地域の

活動に参加する。 

Ａ 

宣言項目の実践に生

徒･職員全体で取り組

んだ。ペットボトル

キャップやコンタク

トレンズケースの回

収を全日制と協力し

て実施し、地域の活

動に参加した。 



学習環境

の整備と

推進 

環境美化意識

の醸成と実践

力の育成 

主体的に学習環境

の整備に取り組む

生徒の育成 

生徒･職員一体とな

り、教室や多目的室等

の清掃活動とともに、

エコスクールチェック

シートを活用した取り

組みを通年で行う。ま

た、環境美化意識強化

週間を学期に１回実施

して生徒が主体となり

日々の清掃活動を振り

返り以後の改善に繋げ

る。 

Ｂ 

コロナウイルス感染

予防も考慮し、日々

の清掃活動を生徒・

職員一体となって行

なった。 

また、環境美化強化

週間を学期に１回実

施し学習環境の整備

・環境美化意識の向

上を図った。生徒の

取り組みに個人差が

あるため、工夫をし

ながらの継続指導が

課題である。 

地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

家庭・地

域への定

時制教育

の周知 

 

地域住民に対

する、定時制

教育について

の情報発信 

学校行事を中心に

定時制の教育活動

についての広報活

動の充実 

学校行事や商業科の販

売実習をとおして定時

制の教育活動を公開す

る。 

ホームページを活用し

て特色有る取り組みを

紹介する。 

Ｂ 

文化祭とその中での

販売実習を通じて、

定時制の教育活動の

実際を紹介した。 

学校行事や講演会等

の様子を随時ＨＰに

掲載して情報を発信

した。 

保護者会の開

催と学校行事

等への保護者

参加の推進 

保護者との連携・

協力体制を構築 

毎月「定時制便り」を

発行して学校での生徒

の様子を伝える。 

各学期の終業式および

当日のＬＨＲへの保護

者を招く。 

Ｂ 

「定時制便り」は毎

月発行して、家庭へ

送付した。 

２学期の終業式は感

染症対策により終業

式への保護者の出席

は見合わせた。 
総合型コミュ

ニティ・スク

ールとしての

地域との連携

・協力体制の

構築  

教育活動の改善の

ための地域連携体

制の確立 

学期に１回の会合で教

育活動の現状を報告し

て、地域が期待する教

育の在り方についての

意見を聴取する。 

Ｂ 

会議での助言や文化

祭を観覧していただ

いての生徒への激励

等、学校運営に有効

な連携・協力体制の

基盤ができた。 

 

４ 学校関係者評価 

（１）アンケート結果について 

「水俣高校に入学して（させて）よかった。」という項目の評価が高いということは、職員を

信頼して生徒が努力して、職員もまたそれに応えようとしている結果である。 

（２）情報発信とＩＣＴの活用について  

水俣市における「環境首都みなまた」「ＳＤＧｓ未来都市」の街づくりを担う学校での取組を

是非ＨＰや広報誌で積極的に発信が必要。また、コロナ禍でＩＣＴを活用して遠隔地との交流

を行なうことも多かったが、今後も幅広い交流学習に活用してもらいたい。 
（３）地域が支える学校づくりについて 
大学入試等で必要な地域理解に関する情報提供は、市の職員も共に学ぶ機会になるので積極的
に活用してほしい。また、水俣市の財政上の補助についても、学校の情報提供の内容に加えて
もよいのではないか。定時制の学習活動のように、地域が学校を支え、生徒の学びが地域に貢
献するような循環の構築を今後も期待している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



５ 総合評価 

（１）学校教育目標について  

新型コロナウイルス感染症により休業、マスク着用、三密回避等の多くの教育活動への制限が

加わったが、全ての教育活動の領域において生徒と共に夢を語り、育みながら学びを止めるこ

となく教育目標の達成のために、定時制商業科の教育活動に取り組んだ。生徒も各自で感染症

対策を深く考えて、文化祭や販売実習の企画、実施に取組むなど自主的な学びとその発信に努

めた。また、地域との連携も各事業所のご厚意の下、外部講師を招いての授業も実施すること

ができた。  

（２）本年度の重点目標について  
基本的生活習慣の中に検温等の健康調査が加わり、生徒が自身の健康管理を通じて「自主・
自律の精神」や「他者を思いやり、命や人権を尊重する」態度を育成できた。ハローワーク
で自己の適性を学ぶなど、キャリア教育には１年次から取り組んだ。また、全学年キャリアパ
スポートを作成して、進路決定に際してキャリア形成を振り返る素材づくりも開始した。 

生徒に「わかる授業」を提供するための指導力向上と授業改善に、今年導入された電子黒板を

活用できた。感染症対策のため、学校に訪れていただき定時制教育を公開する機会が例年より

少なくなったが、ホームページやＰＴＡ新聞、市の広報を通じて情報発信するように努めた。 

（３）自己評価総括表について  
学力向上については、生徒理解研修において生徒の学習状況を職員間で共通理解を図った上で
通常の学習指導において必要な支援を講じた。進路指導では、ハローワークより講師を招き、
労働法の講義を行ない、労働条件について生徒への理解を深めた。生徒指導では、生徒の状況
を共有して個々の生徒の必要性を満たす組織的な指導により、生徒に安全で安心な居場所を提
供できたことで「いじめゼロ」も達成した。特別支援教育については、生徒理解研修を年間５
回開催し、必要に応じて外部機関と連携しながら生徒を支援した。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

（１）安心で安全な生徒の居場所としての学校の環境整備 

ア 最新の科学的根拠に基づく感染症対策を施しながら、従前と同等以上の教育効果が得られ

る教育活動を展開する。 

イ 防災教育、安全教育のより一層の充実を図り、生徒の意識の高揚と判断力の向上を図る。 

ウ 「いじめゼロ」を今後も目指して、人権教育の充実と共に多様性を尊重した教育活動を展

開する。 

（２）新学習指導要領の実施に向けて 

ア 「商業」教育を核としたカリキュラムに基づき、地域が求める人材を育成する。 

イ タブレット端末の効果的な活用により、学力向上に加えて生徒、家庭への学校からの情報

提供の円滑化を図る。 

ウ 多様な学習履歴を背景とした生徒のニーズに応えられるように、学び直しの指導体制を充

実する。 

（３）地域との連携の強化 

ア コミュニティ・スクール制度を活用した教育活動の改善。 

イ 継続的な生徒や家庭への支援のために、効果的な中学校との連携体制を構築する。 

ウ 講師地域の事業所との連携により、プロジェクト学習や安全教育、健康講話等で外部講師

として指導を仰ぎ、地域理解を深めながら地域を担う人材を育成する。 

 
 


